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2010年度地方公務員の給与勧告等に関する要請書
　各人事委員会の地方公務員の給与・労働条件の改善に向けたご努力に敬意を表します。
　人事院は８月10日、政府と国会に対して給与勧告を行いましたが、月例給、一時金とも引下げという厳しい内容となりました。また、50歳台後半層の職員給与を一律に引き下げる措置は、職務給や能力・実績主義の原則という公務員給与制度の基本原則に反することから、極めて遺憾であり、到底認められるものではありません。
　地方公務員を巡っては、厳しい定員純減政策のもと、今日の複雑化、高度化した行政需要に対し、地方自治体における公共サービスの向上に懸命な努力が続けられています。にもかかわらず、独自に給与減額措置を執る自治体が６割を超え、労働基本権制約の代償機能としての人事委員会勧告制度の空洞化が常態化しています。
　各人事委員会におかれましては、労働基本権回復までの間は、その制約の代償措置であることを十分認識され、下記事項の実現に向け最大限の努力を払われますよう要請します。
記
１．民間給与実態を精確に把握し、地方公務員の生活を守るための賃金水準を確保すること。
 (1) 公平・公正な公民比較を行い、月例給与の水準を維持すること。
 (2) 地方公務員の生活を守るため、必要な一時金支給月数を確保すること。
 (3) 独自の給与削減措置が行われている自治体は、減額措置を中止するよう勧告を行うこと。
 (4) 50歳台後半層職員給与を一律に引き下げる措置は、職務給や能力・実績主義という公務員給与の基本原則に反するものであることから、このような勧告はしないこと。また、配分の見直しに当たっては、組合と十分な交渉・協議、合意のもと行うこと。
 (5) 諸手当の見直しにあたっては、地域の実情を踏まえた対応を行うこと。
 (6) すべての在職者が定年まで昇給が可能となるよう、号給を延長すること。特に、教育職員など級構成が簡素な職員については、早急に実施すること。
２．臨時・非常勤職員の処遇改善、安定雇用に関わって、人事委員会として必要な対応を行うこと。特に、臨時・非常勤職員の育児休業等の条例化を行うよう勧告を行うこと。
３．一般職員の勤務実績の給与への反映の基準については、十分な交渉・協議、合意を前提にすること。
４．教育職員の給料表・諸手当の勧告にあたっては、当該組合との十分な交渉・協議、合意を前提にすること。
５．恒常的な超過勤務が常態化しており、人事委員会は「是正勧告」など積極的な対応をはかること。また、労働基準法の改正に対応して時間外勤務手当の割増率の引上げ、代替休暇付与などの措置を行うよう適切な対応をすること。
６．公務における病気休暇の取得実態等を踏まえ、病気休暇の制度や運用の在り方等の改善を行うこと。
７．本年の勧告・報告に向けては、組合との十分な交渉・協議、合意のもとすすめること。
